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杉並区のエネルギー政策～災害に強く環境にやさしい低炭素社会づくりをめざして～（木浪　るり子）
杉並区のエネルギー政策
～災害に強く環境にやさしい低炭素社会づくりをめざして～
木浪　るり子
1．はじめに
　エネルギー政策全般は、第一義的には国の役割であり、基礎自治体である
区の権限や責任で行うことが可能なエネルギー政策には限りがある。
　しかし、杉並区は、東日本大震災を契機に、いざというときにエネルギー
で困らないまち、ふだんから快適で安全・安心な区民の暮らしを確保し、環
境にやさしい地域分散型エネルギー社会を築いていくことが、住民に最も身
近な政府としての役割と考え、「杉並区地域エネルギービジョン」（以下、「エ
ネルギービジョン」という。）を策定した。区民の暮らしの安全・安心を守
るため、現実に採らざるを得ない政策について、区としての方向を区民、事
業者、行政が共有し、全体で取り組んでいくことは、防災上の観点やエネル
ギー政策のみならず、これまで杉並区が取り組んできた地球温暖化対策・低
炭素社会づくりに大きく寄与するものと考えたためである。
　エネルギービジョンの検討にあたっては、平成 24 年 9 月から庁内関係部
課により課題整理を進める一方、我が国でもエネルギーの第一人者である柏
木孝夫東京工業大学特命教授を座長、前川燿男政策研究大学院大学客員教
授を副座長とし、エネルギーの専門家、地域のエネルギー関連事業者、エ
ネルギーを大量に使用する事業者、環境・エネルギー分野で活動する区内
の NPO や区民からなる「杉並区地域エネルギービジョン懇談会」を設置し、
大変有益な助言を得た。
　また、住民基本台帳から無作為抽出した区民による意見交換会や「創エネ
ルギーアイデア」募集、区民・事業者へのアンケート、区民意見等募集（パ
ブリックコメント）を行い、専門的観点だけでなく、幅広い区民の意見の集
約に努めた。
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　こうして、「災害に強く快適で環境にやさしいエネルギー創造都市　誰も
が、いつでも、安心して快適に暮らせるまちすぎなみ」を将来像とするエネ
ルギービジョンが平成 25 年 6 月に完成した。
2．エネルギー政策と地球温暖化対策・低炭素社会づくりの現状
（1）地球温暖化の著しい進行と求められる適応・緩和策
　① 地球温暖化をめぐる世界的な動向
　平成 26 年（2014 年）10 月に気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
第 40 回総会において IPCC 第 5 次評価報告書統合報告書が採択された。
同年 12 月にペルーのリマで開催された国連気候変動枠組条約第 20 回
締約国会議（COP20）に先立って採択・公表されたこの IPCC 第 5 次
評価報告書（速報版・経済産業省、環境省等のホームページより引用）
では、
ア　気候システムに対する人間の影響は明確であり、近年の人為起
源の温室効果ガスの排出量は史上最高となっている。近年の気候変
動は、人間及び自然システムに対し広範囲にわたる影響を及ぼして
きた。
イ　気候システムの温暖化には疑う余地がなく、また 1950 年以降、
観測された変化の多くは数十年から数千年間にわたり前例のないも
のである。大気と海洋は温暖化し、雪氷の量は減少し、海面水位は
上昇している。
（中略）
として、1950 年以降、多くの極端な気象及び気候現象の変化が観測さ
れてきたが、これらの変化の中には人為的影響と関連づけられるもの
もあり、極端な低温の減少、極端な高温の増加、極端に高い潮位の増加、
及び多くの地域における強い降水現象の回数の増加といった変化が含
まれる、としている。
　こうした事態に対し、同報告書では、気候変動に適応するための選
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択肢は残されており、即時的かつ厳格な緩和策・適応策を行えば、気
候変動の影響を対応可能な範囲にとどめ、より明るく持続可能な未来
をつくることもできるとしている。
　そして、国連気候変動枠組条約第 20 回締約国会議（COP20）で
は、すべての国が参加する 2020 年以降の枠組みについて、2015 年の
COP21 に十分先立って（準備のできる国は 2015 年第 1 四半期までに）
提出するとした COP 決定（「気候行動のためのリマ声明」（Lima Call 
for Climate Action）が採択された。
　近年、世界的に大気中の二酸化炭素濃度の上昇が観測されるととも
に、熱波や干ばつ、強力で巨大なサイクロンやハリケーン、台風など、
極端な気象現象が各国で頻発している。これらの自然災害だけでなく、
海洋の温暖化と酸性化による生態系の変化、海洋が果してきた温暖化
を緩和する機能の脆弱化、地球自身が持つ復元力の低下といったリス
クも考えられる。海水面の上昇による土地の浸水は、一層の温暖化の
緩和策をとらなければ、ツバルなどのサンゴ礁の島々だけでなく、沿
岸部に多い世界の主要都市にも及びうるとされる。
　このような事態を防ぐためには、IPCC 第 5 次評価報告書では、平均
気温の上昇を 2℃以内に抑える必要があり、その実現のためには 2100
年の二酸化炭素排出量を 0 またはマイナスにする必要があるとしてい
る。
　② 日本で観測された地球温暖化と気候変動・異常気象等
　東日本大震災以降、発電における火力発電の比率は 80％を占めてお
り、電力各社の二酸化炭素排出係数は高止まりしている。これはやむ
を得ない事態であり、エネルギーの安定供給は社会経済活動に不可欠
である。これは地球温暖化対策をおざなりにして良いということでは
ない。近年に発生した以下の事象を考えると、速やかに更なる地球温
暖化緩和策が必要であることは自明である。
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ア　夏季の高温化と感染症リスクの高まり
平成 25 年の夏季に気象庁が東京で観測した最高気温 35℃以上の猛暑
日は 10 日を超え、最低気温が 25℃を下回らない熱帯夜は 40 日近く
なっている。全体的な傾向として、猛暑日は昭和 36 年から平成 25
年までの間に 0.8 日 /10 年、熱帯夜は昭和 6 年から平成 25 年までの
間に 3.9 日 /10 年増加しており、夏季の高温化は常態化していると言
えよう。
　また、年平均気温も 1.14℃ /100 年上昇している。（出典：気候変動
監視リポート）
　地球温暖化のリスクの一つとして、世界で感染症の増加等による
健康影響が議論されており、すでに環境省が平成 19 年 3 月に「地球
温暖化の感染症に係る影響に関する懇談会」における検討結果をも
とに、啓発パンフレットを発行している。
　平成 26 年 8 月には、約 70 年ぶりに国内でデング熱に感染したこ
とが確認された患者が複数発症した。デング熱は熱帯地方の蚊が媒
介する感染症で、流行地域に渡航していなければ感染はないと思わ
れていた。どのような経路でデング熱が日本にもたらされたかは不
明である。今回のデング熱は、媒介する蚊が現在の日本では越冬で
きないことから終息した。
　しかし、地球温暖化による環境変化で感染症を媒介する動物等の
生息・活動域が拡大するとともに、航空技術の発展により世界との
時間的距離が小さくなった現代では、一層、このような感染症の拡
大が懸念される。
イ　大型で強い台風の増加による被害
　気象庁の観測による海面水温の長期変化を見ると、日本近海の海
水温度は平成 25 年までの 100 年間に 1.08℃上昇しており、世界平均
の上昇率 0.51℃ /100 年より高くなっている。こうした温度の高い海
水域では台風が発生しやすく、その勢力が増し、大型で強い台風が
増加する原因の一つとなっている。平成 25 年 10 月には、台風によ
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る集中豪雨が伊豆大島に大規模な土砂崩れを引き起こし、平成 26 年
8 月豪雨では、広島市など各地で大規模な土砂災害が発生し、いずれ
も深刻で甚大な被害が発生したことは記憶に新しい。
　また、台風や温帯低気圧に伴う竜巻や突風による被害も、平成 25
年 9 月の台風 18 号に見られるように各地で増加している。
　　　　　　
　③ 杉並区における現象
ア　都市型水害の増加
　杉並区では、平成 17 年 （2005 年）9 月 4 日に時間雨量 112mm と
いう猛烈な降雨により、2,300軒を超す浸水被害があった。東京都では、
神田川流域で時間雨量 50mm の降雨を想定して河川整備を計画して
いたが、杉並区内だけでなく神田川流域平均でも時間雨量 50mm を
超え、計画を大きく上回る洪水となり、神田川の支川である善福寺
川と妙正寺川を中心に約 85ha が浸水した。
　東京都内における短時間の猛烈な降雨による水害は度々発生し、
杉並区では、ほぼ毎年のように発生している。
　都市型水害の増加は、東京都が平成 23 年 12 月に発行した「東京
都内の中小河川における今後の整備のあり方について　中間報告書」
に「昭和 50 年代には時間雨量 50mm を超える降雨が観測されない年
もあったのに対し、近年では 20％以上の観測所で計測される年も多
くなっており、時間雨量 50mm を超える降雨の発生率は増加傾向に
あることが確認された。」と記載されていることからも明らかである。
イ　温暖化とヒートアイランド化の進行
　気象庁の観測所で杉並区に最も近い練馬では、昭和 52 年から平成
23 年までの 34 年間に平均気温が 1.4℃上昇している。これは、日本
の年平均気温の上昇（100 年で 1.14℃）を上回る速さである。
　猛暑日や熱帯夜が連続することが頻繁に発生するに伴い、杉並区
では夏の朝、露が降りていることに気づくことがほとんどなくなっ
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たという。このことは、杉並区で昭和 60 年から継続して 5 年ごとに
実施している自然環境調査の調査を行っている区内の専門家から聞
いた。これはヒートアイランド現象の影響で、露が蒸発してしまう
ことが原因ではないかと考えられる。
　社会経済活動に伴う都市における二酸化炭素排出量の増加、エアコ
ンの室外機等の家電類からの熱放射、地面がアスファルトなどで覆わ
れることにより、雨水の自然循環がさまたげられるといった都市特有
の現象は、23 区中 3 番目に緑被率（22.17%）の高い杉並区でも顕著
である。（緑被率は平成 24 年度杉並区みどりの実態調査による。）
　このように、IPCC 第 5 次評価報告書の記載を実感させられること
が身近に起きており、待ったなしで地球温暖化対策や低炭素化の促
進策－緩和策の推進を行わなくてはとならない状況と、基礎自治体
でも考えられる状況である。
（2）日本の現状と取組み、課題
　① 東日本大震災後の状況と COP19
　平成 23 年（2011 年）3 月 11 日の東日本大震災は、未曾有の地震・
津波による甚大な被害と深い悲しみを被災地・被災者にもたらすとと
もに、大規模集中型エネルギーシステムに過度に依存した都市の生活
が、災害に対していかに脆弱であるか、エネルギーの安定的な供給が
いかに重要であるかを明らかにした。中でも、原子力発電所の事故に
伴う電力需給の逼迫は、計画停電や 37 年ぶりの電力制限令の発動を招
くことととなり、節電に取組む国民や事業者、行政の努力により、不
測の事態を回避することはできたが、無理な節電は、経済への影響だ
けでなく、労働環境にも重大な影響を及ぼし、熱中症等で体調を崩し、
生命にかかわる事態も発生した。
　2013 年 12 月にワルシャワで開催された COP19 で、日本は、京都議
定書第一約束期間の削減実績は 8.2％が見込まれ、6% 削減目標を達成
すること、2020 年の削減目標を 2005 年比 3.8％減とすること（鳩山元
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首相が発表した 25% 削減の撤回）、さらなる技術革新、日本の低炭素技
術の世界への応用、途上国に対する 2013 年から 2015 年までの 3 年間
に 1 兆 6 千億円（約 160 億ドル）の支援を表明した。 
　② エネルギー基本計画の閣議決定
　平成 26 年 （2014 年）4 月にエネルギー基本計画が閣議決定された。
　エネルギー基本計画では、課題として、海外の資源に大きく依存す
る日本のエネルギー需給構造の脆弱性、化石燃料への依存の増大とそ
れによる国富の海外流出や供給不安の拡大、電源構成の変化による電
気料金上昇とエネルギーコストの経済や国民生活への影響、二酸化炭
素排出量の急増とともに、国内の東西間の電力融通が緊急時でも限定
的である供給体制の欠陥等を指摘している。
　そして、エネルギー政策の基本的視点について安全性を前提とした
上で、安定供給を第一とし、経済効率性の向上による低コストでの提
供を実現し、環境への適合を図るとし、電力・ガスシステム改革や需
要サイドが主導するエネルギー需要構造化を含む多層的・多様化した
柔軟なエネルギー需給構造の構築を図ることとしている。
　再生可能エネルギーは重要な低炭素の国産エネルギー源と位置付け
られたが、明確な導入目標や電源別構成・エネルギーミックスの目標
数値は記載されていない。
　このため、国としての温室効果ガス削減目標は、現段階では未定で
あり、COP21 に向けて削減目標の設定が急がれるところであり、検討
が開始されている。
　③ 再生可能エネルギー固定価格買取制度の導入と見直し
　固定価格買取制度は平成 24 年 7 月からスタートしたが、次に記載す
る課題を内包しており、現在、経済産業省の新エネルギー小委員会に
おいて、再生可能エネルギー固定価格買取制度の見直しが進められて
いる。
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　制度開始直後に開催した「杉並区地域エネルギービジョン懇談会」
で柏木孝夫座長から、「再生可能エネルギー固定価格買取制度は、いわ
ば劇薬であり、効果も非常に高いが副作用もあり、用い方が重要」と
聞き、なるほどと思ったものであるが、今回の制度見直しにあたって
いる経済産業省の新エネルギー小委員会の山地憲治委員長も同じ内容
の発言をされている。
　固定価格買取制度開始時の 10kW 以上の太陽光発電の買取単価は、
想定を大きく上回り 42 円とされた。当時、一般家庭の電力購入価格が
1kWh 約 25 円であったことを考えると、再生可能エネルギー普及拡大
に向けて買取単価を設定したものと思われる。これが 20 年にわたって
保障されたことから、太陽光発電、特にメガソーラー申請が急増する
のは当然であり、一般家庭や事業所への設置も増加した。太陽光発電
の急増は、買取価格の高さとともに、風力発電、地熱発電と異なり環
境アセスメントに要する期間が不要なことも一因である。
　固定価格買取制度開始にあたっては、天候による不安定な電力の増
加が想定されるため、これを支える蓄電設備や広域送電網の整備が同
時に行われるべきであったが、結果的に後追いとなった。これは、平
成 26 年 9 月に、唐突に九州電力が新規の接続申請の受付を保留にする
事態を招いた。日照時間が長く太陽光発電に適している九州地方で、
春と秋の電力消費ピーク量を上回る太陽光発電設置申請があったため
である。ただし、実際に稼働しているものは一部であり、直ちに深刻
な電力供給の不安定化が発生するものではなかったが、その後、北海
道電力、東北電力、四国電力、沖縄電力が相次いで再生可能エネルギー
発電設備の新規接続申し込みに対する回答を一時的に保留し、これか
ら接続申請を予定して投資した事業者や市民の間に混乱が広がった。
そして、国による制度の見直しが行われることになった。
　先行して固定価格買取制度を導入したドイツ等欧州の国々は、電気
料金の大幅な上昇や自然条件次第の不安定な電力増加による安定供給
の不安を経験しており、この制度に後から取り組む日本は電力システ
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ム改革を同時進行させていたが、買取価格の高さと 20 年という買取期
間の設定が相まって事業者の参入が急増した。
　資源エネルギー庁のホームページによれば、平成 26 年 9 月末時点で
の固定価格買取制度開始後からの買取金額は総額で 12,674 億円、買取
電力量は 3,775,816 万 kWh、そのうち非住宅（いわゆるメガソーラー）
太陽光発電の買取金額は 4,601 億円、買取電力量は 1,102,360 万 kWh と
なっている。この固定価格買取のコストが、再生可能エネルギー導入
促進賦課金として電気料金に加算され、電力を使用するすべての世帯
や事業者が負担しているわけである。
　現在では、太陽光発電の新規接続回答保留問題が報道されたことも
あり、この仕組みの周知は進んでいると考えられるが、エネルギービ
ジョン策定にあたって平成 25 年 1 月に実施した区民・事業者アンケー
トでは、固定価格買取制度開始後半年という時期であったこともあり、
「固定価格買取制度開始に伴い、促進賦課金として買取経費が電力料金
に上乗せされていますが、どの程度まで負担しても良いと考えますか」
というアンケートの設問で、自分が促進賦課金を払っていることを知っ
たという回答が少なからずあった。
　固定価格買取制度にはさまざまな課題はあるが、二酸化炭素を発生
する化石燃料の使用を抑制する観点やエネルギーセキュリティの観点
からも、再生可能エネルギーの導入促進は必要であり、導入を萎縮さ
せない適切な制度の見直しが必要である。
　④ 電力システムの改革
　これらのエネルギー問題の解決や地域分散型エネルギー社会づくり
の観点からも、すでにロードマップが示されて一部法制化も行われて
いるが、早急に広域送電網の整備を行い、順次、電力の小売自由化、
発送電分離などの電力システム改革を進める必要がある。
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　⑤ 地球温暖化適応計画の法制化の動き
　平成 27 年 1 月 10 日の日本経済新聞の報道によれば、政府は現行の「地
球温暖化対策の推進に関する法律」の一部を改正し、温暖化の進行に
伴うさまざまな影響やリスクを予測し、軽減するための対策をまとめ
た地球温暖化の適応計画を法制化する方針であるとされている。
　これは、従来の取組みより踏み込んだ地球温暖化対策であり、今後
の動向を注視していきたい。
　　
（3）エネルギービジョン策定までの杉並区の取組み
　① 杉並区の地域特性
　杉並区は東京 23 区の西端に位置し、2014 年（平成 26 年）12 月 1 日
現在で、人口 547,334 人、世帯数 304,871、人口構成は、0 歳～ 15 歳未
満 10.1%、15 歳～ 64 歳 69.0%、65 歳以上 20.9%、世帯別人口構成は単
身世帯が 56％以上を占めている。面積は 34.02km2 であり、下記の表 1
に示す通り住宅地が 85% 以上の住宅都市である。23 区中では人口は 6
番目に多く、面積は 8 番目に広い。建物は住宅がほとんどで、内訳は
戸建住宅が約 7 万戸、アパートやマンションが約 4 万棟である。　　
＜表 1　杉並区の用途地域別建物棟数比率（平成 23 年度）＞
65.2%
0.6%
12.8%
2.9%
2.4%
1.1%
1.2%
9.6%
3.4% 0.7%
第一種低層住居専用地域
第二種低層住居専用地域
第一種中高層住居専用地域
第二種中高層住居専用地域
第一種住居地域
第二種住居地域
準住居地域
近隣商業地域
商業地域
準工業地域
【出典 : 東京都統計年鑑】
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　② 従来の杉並区の地球温暖化対策
　杉並区の地球温暖化対策は、平成 14 年度 （2002 年度）策定の「杉並
区地域省エネルギービジョン」に始まる。平成 22 年度 （2010 年度）の
区内のエネルギー消費量を、京都議定書の基準年の 1990 年（平成 2 年）
を基準年度として、同水準にとどめることを目標とした。この目標達
成のため、区民、事業者の参加を得て、環境配慮行動の普及を図る環
境博覧会を開催するなどの啓発活動を行うとともに、平成 15 年度から
太陽光発電機器設置助成を開始した。
　さらに、平成 18 年度に「杉並区地域省エネルギー行動計画」を策定し、
地域としての杉並区の二酸化炭素排出量削減に、区民、事業者、行政
が協働して取組み、平成 2 年度比で平成 22 年度に 2％削減することを
目標とした。京都議定書における国の目標である平成 2 年度比（1990
年度）温室効果ガス 6％削減と単純に比較すると、杉並区の二酸化炭素
排出量 2％削減という目標値は、一見すると数値が小さく容易に達成で
きるように見えるかも知れない。しかし、国と杉並区では、二酸化炭
素排出量の部門別構成が大きく異なっている。例えば、平成 25 年度の
国の二酸化炭素排出量（環境省発表速報値）は産業部門からが 35.1％、
家庭部門からは16.6％であるが、住宅都市である杉並区では、直近のデー
タの平成 23 年度で家庭部門からの二酸化炭素排出量が約 51％、業務
部門 22％、運輸部門 21％、産業部門 3％である。産業部門と比較して
家庭部門での大規模な省エネ化が難しいものである上に、国と異なり、
二酸化炭素排出量取引や京都メカニズムクレジットなしで、純粋な省
エネルギー・再生可能エネルギーによる「真水」の目標としての 2％削
減は高いハードルと言える。
　これらの目標達成のため、平成 20 年度からは、区民・事業者に向け
て、NPO や事業者と協働して省エネ相談会を定期的に開催する他、町会・
自治会や学校などへ省エネ出前講座を行うなど、周知啓発活動に努め
た。
　また、従来から実施している太陽光発電機器設置助成に加え、平成
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20 年度から 22 年度の間、運輸部門から発生する二酸化炭素削減のため
のエコドライブ支援機器設置助成を実施した。
　さらに、平成 21 年度からは、家庭部門の二酸化炭素排出量の約 20％
を占める給湯への対策として、太陽熱温水器や高効率給湯器の設置助
成を実施し、平成 22 年度からは家庭用燃料電池の設置助成を開始した。
　この他、ヒートアイランド現象の緩和のため、学校校庭の芝生化や
区役所本庁舎の緑のカーテン設置などの緑化の推進、雨水浸透施設の
設置助成などを行ってきた。
　こうした省エネルギー・創エネルギーの取組みの結果、平成 25 年度
末の区内の太陽光発電による年間想定発電量は、1240 万 kWh に上り、
エネルギー消費量は平成 2 年度比で平成 23 年度には東日本大震災の影
響もありマイナス 3.8% となるなど、一定の成果があった。
　③ 杉並区のエネルギー消費量の推移
　下記の表 2 に示す通り、住宅都市である杉並区では、エネルギー消
費量の半分以上を家庭が消費しており、平成 23 年度の日本全体におけ
る家庭のエネルギー消費量が 14.2% であることと比較すると、杉並区
における家庭のエネルギー消費量・二酸化炭素排出量の割合が非常に
高いことが分かる。杉並区の産業部門のエネルギー消費量は 3.2% と日
本全体における産業部門のエネルギー消費量 42.8% と比較して極端に
少なく、業務部門のエネルギー消費量は 19.9% と日本全体の業務部門
のエネルギー消費量 19.6% とほとんど変わらない。（国のデータは環境
省、杉並区のデータは特別区協議会による。）
　このため、杉並区においては、家庭の省エネルギー・低炭素化を図
ることが重要なポイントであり、家庭や事業所を対象とした創エネル
ギー機器や省エネルギー機器の設置助成を実施するとともに、事業者
や NPO と協働して省エネ・創エネの展示相談会を、年間 30 回程度開
催するなどの取組みを行ってきた。
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＜表 2 杉並区のエネルギー消費量の推移＞
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　　　　　　【出典：特別区協議会資料】
3．杉並区地域エネルギービジョンがめざすもの
（1）エネルギービジョン策定過程で見えてきたもの
　前述のとおり、策定にあたっては、杉並区地域エネルギービジョン懇談会
を設置し、エネルギーのみならず都市工学や建築学、都市経営等さまざまな
分野の専門家からの意見を聞くことができたことは、非常に有意義であった。
　とりわけ、座長をはじめとする専門家から、最先端のエネルギー・環境技
術が形成する一歩も二歩も先の日本の姿、すぐそこまで来ているスマート化
と、スマート化が実現することにより、少ないエネルギー消費量で豊かで快
適な私たちの暮らし－個人でも、地域でも、国全体でも－が示されたことは
大きな成果であった。前述の「再生可能エネルギー固定価格買取制度は、い
わば劇薬」の話は、その際、座長から聞き、当時はそういうことも起きる可
能性はある程度の認識であったが、まさにその通りの事態－電力会社が不安
定な再生可能エネルギー発電の接続申し込みに対する回答を一時的に保留－
が懇談会の議論の 2 年後に起きた。
　また、地元の事業者の日々の営業活動から体感している課題－エネルギ ・ー
環境面に止まらず、杉並区の高齢化の実態を含む－への率直な意見と、事業
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者が実行している意欲的な取組みを聞くことができたことも、有難かった。
（2）エネルギービジョンで描く将来像
　エネルギービジョンでは、ふだんから災害に備えのある環境にやさしい安
全で快適なまちで、いざ大規模災害が起きた時にエネルギーで困らないまち
を将来像として、低炭素で地域分散型エネルギー社会の構築をめざすことと
した。
　計画期間は、杉並区の総合計画の終期にあわせ、平成 25 年度（2013 年度）
から平成 33 年度 （2021 年度）とし、総合計画や環境基本計画の改定に合わ
せて見直しを行うこととした。
　具体的な施策の柱として、
　① 杉並産エネルギーの創出
　災害時の避難・救援拠点における必要最低限のエネルギー確保策と
して、避難・救援拠点となる区内小中学校への太陽光発電機器と定置
用リチウム蓄電池を設置し、照明やテレビ、パソコンなどからの情報
収集、携帯電話の充電等に活用すること
　② スマートコミュニティづくりの推進
　木造住宅が集まる地域の建替えや地区計画に併せた、住宅の省エネ
化によるスマートコミュニティのモデル地区づくり
　③ 区民への情報提供と自主的な参加促進のための仕組みづくり
　区民へのわかりやすい情報提供や啓発の推進と区民出資型による再
生可能エネルギー整備の仕組みづくりを掲げた。
（3）エネルギービジョンの実現に向けた取組と課題
　① 杉並産エネルギーの創出の取組と課題
ア　自然的な要因と社会的な要因
　杉並区は成熟した住宅都市であり、下記の表 3 のように風力発電、
中小水力発電には不向きな自然要因があるため、住宅や事業所等の
建物の屋根を利用した太陽光発電や家庭用燃料電池の導入が主体と
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なる。自立電源として病院・高齢者施設への熱電併給システムであ
るコージェネレーションシステムの導入も重要である。災害拠点病
院への自家発電機器の設置は既に、東京都と杉並区の助成を受けて
設置済みであり、民間の高齢者施設へのコージェネレーションシス
テムの導入も進められている。
　杉並産エネルギーの目標として、区内電力消費量に対する再生可
能エネルギー及び家庭用燃料電池による発電量を平成 33 年度（2021
年度）に 2% とする目標を掲げている。
　現在、杉並区内での東京電力の太陽光発電接続申請の受付保留と
いった事態は生じていないが、再生可能エネルギー固定価格買取制
度の見直しの動向によっては、区民・事業者の再生可能エネルギー
導入意欲の萎縮が予想され、予断を許さない状況である。
＜表 3　杉並区周辺の風力、杉並区内の河川の流量・流速＞
　  ○他地域との風力の比較　　　　　○区内を流れる河川の流量・流速
河川名 計測地点
河川流量
m3/s mm/ 日 
妙正寺川 三谷橋 0.046 0.4 
善福寺川 宿橋 0.09 0.9 
神田川 和田見橋 0.85 2.5
【出典：東京都「荒川水系神田川流域河川整備計画」
   平成 22 年 11 月】 
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※風力は杉並区内に気象庁の観測所がないため、練馬のデータによる。
イ　財政的要因
　避難・救援拠点となる区内小中学校への太陽光発電機器と定置用
リチウム蓄電池の設置は、現在の杉並区総合計画・実行計画で平成
27 年度から平成 29 年度に 34 校に設置することとし、約 5 億円の経
費を見込んでいる。
　国のグリーンニューディール基金（災害時対応拠点となる公共施
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設に再生可能エネルギー発電機器や蓄電池等を設置する場合に 100%
補助）を活用しても数校分にしかならず、あとは区単独で賄うこと
になり、平成 26 年度一般会計予算額（当初）1611 億 5 千万円の杉並
区には軽いとは言えない負担であるが、区民の安全・安心のために
必要な経費と考え、推進するものである。
　エネルギービジョンの策定に合わせて、創出したエネルギーを貯
め、非常時やピークシフト対策のために定置用リチウム蓄電池の設
置助成を区民、事業者等を対象に開始したが、こうしたエネルギー
創出にあてる助成経費は 26 年度予算額で 5250 万円となっている。
　② スマートコミュニティづくりの推進の取組みと課題
ア　成熟した住宅都市のスマートコミュティ化と建築物の低炭素化
　エネルギービジョンでは、木造住宅が集まる地域の建替えや地区
計画に併せた、住宅の省エネ化によるスマートコミュニティのモデ
ル地区づくりを掲げている。成熟した住宅都市である杉並区で、比
較的大規模な建替え需要があり、1 軒のスマートハウスの建築でなく、
面として住宅の低炭素化・スマート化を図る可能性が予測されるの
は、こうした計画地区である。
　東京都は木密地域不燃化 10 年プロジェクトとして不燃化特区とし
た地区にさまざまな支援策を行っており、杉並区にも不燃化特区と
された地区がある。現在、杉並区単独での低炭素建築物助成制度が
なく、東京都の支援策にも建物の低炭素化は入っていないことから、
杉並区の担当課の窓口に、低炭素住宅や太陽光発電機器、家庭用燃
料電池などのパンフレットを置き、メリットを紹介し普及を図って
いる。しかし、対象地域の住民の率直な声としては、不燃化の建替
えだけで精一杯であり、高断熱・高気密・創エネルギー機器を装備
した住宅建築まで考える余裕はないという話を聞くことが多い。
　国は、長期優良住宅や省エネリフォームに対する補助制度や中小
工務店が戸建住宅をゼロ・エネルギー化して建築する場合の補助制
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度、「都市の低炭素化の促進に関する法律」に定める低炭素住宅につ
いての税制面での優遇措置などを設けている。
　こうした制度や杉並区の太陽光発電機器や家庭用燃料電池設置助
成を活用して、新築住宅を低炭素化・スマート化－高断熱化して
HEMS（ホームエネルギーマネジメントシステム）を設置し、太陽光
発電機器や太陽熱温水器（強制循環型・自然循環型）、家庭用燃料電
池等を導入するケースとそうした設備を施さないケースとの比較試
算を行った。
　低炭素化・スマート化した住宅の快適性や冬季のヒートショック
の回避といった健康面でのメリットは大きいものの、経済面から見
ると、ランニングコストは大分抑えられるが、導入経費を太陽光発
電の売電収入や省エネルギーによる経費削減で回収するには、18 年
相当の年数がかかることがわかった。同様に、既築住宅を低炭素化・
スマートリフォームする場合と単なるリフォームの比較を試算した
ところ、導入経費の回収には 15 年から 20 年かかる結果となった。
　こうした事態の改善には補助制度が考えられるが、個人の資産と
なる住宅にどこまで税の投入を行うことが妥当かという観点からも
考えなくてはならない。
　新築住宅については、平成 27 年 4 月の改正エネルギーの使用の合
理化等に関する法律の施行に伴い、建築物の省エネ化が定められる
ことにより一定の低炭素化が進むものと考えられる。
　また、国が補正予算で住宅エコポイントを復活させるとの報道も
あり、実現すれば、住宅の低炭素化に一定のインセンティブが働く
ものと考えられる。
イ　省エネルギーと個々の家庭・事業所のスマート化
　杉並区の家庭部門においては、省エネ家電の普及や東日本大震災
を契機とした節電意識の定着により、1 世帯当たりのエネルギー消費
量は単身世帯の増加と相まって、微減傾向が続いている。（特別区協
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議会資料）
　普通の建築の家庭で暖房をした場合、もっとも熱が逃げてしまう
箇所は窓である。これからの省エネルギーは節電するだけは限度が
あり、建築物を高断熱・高気密・低炭素化にしていくことが不可欠
である。
　平成 27 年 4 月の改正エネルギーの使用の合理化等に関する法律の
施行に伴い、新築住宅の省エネ化・低炭素化が進むことが期待される。
　また、個々の家庭や事業所をスマートハウス化し、ICT を活用し
て繋ぎ、デマンドレスポンスを行えば、消費エネルギーの平準化・ピー
クシフト化が可能となり、ピーク時の発電を抑えることができ、省
エネルギ ・ー低炭素化につながる。東京電力では、従来の電力メーター
に替わり、スマートメーター化を進めており、30 分ごとに電力消費
量が計測されることから、今後のデマンドレスポンスや電力使用の
ピークシフト化、ネガワット取引等に資するものと考えられる。
　しかし、杉並区内には、産業や大規模商業地がないという地域特
性を有するため、一般家庭だけで、現段階でデマンドレスポンスを
行うコストメリットがほとんどなく、今後の電力システム改革とネ
ガワット市場の広がりを注視していく必要がある。
　④ 区民への情報提供と自主的な参加促進のための仕組みづくり
ア　区民への情報提供
　エネルギービジョン策定前から、杉並区では、NPO や事業者と協
働で省エネ展示・相談会や出前講座を行い、区民から区民に、創エ
ネルギー・省エネルギー・蓄エネルギーについて語りかけるという
手法で情報提供・周知啓発活動を行ってきた。同じ目線に立つ区民
同士の意識啓発が、より効果的と考えたためである。
　東日本大震災後はテレビ等により省エネ情報が広く周知されたこ
とや技術革新と法制度の変化のスピードが速いことなどから、NPO
のもつノウハウが、既に区民にキャッチアップされている状況も生
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じており、行政と NPO の学習会を開催しているところである。
　　　
イ　自主的な参加促進のための仕組みづくり
　エネルギービジョン策定時には、従来の再生可能エネルギー固定
価格買取制度を前提とした区民出資型再生可能エネルギー整備の仕
組みづくりを想定し、試算を行った。策定時には金融機関の普通預
金より高い出資者への配当が可能とみられたが、固定価格買取制度
の見直しと買取価格の低下が予想されることから、区民出資による
仕組みづくりには赤信号が点滅している状況である。
　また、NPO と協働し、区内で希望する 50 世帯に省エネナビを設置
し、電力使用状況を把握してレポートを作成し、省エネナビ設置世
帯にフィードバックする取組みを行った。設置を希望する世帯はも
ともと省エネ意識が高く工夫も行っていたが、電力使用状況データ
を「見える化」することにより、一層省エネが進んだ。
　今後も、区民の自主的な参加促進のための様々な仕組みを検討し
ていく必要がある。
4．終わりに―エネルギービジョンの実現をめざして
　エネルギービジョンで描くエネルギー創造都市・低炭素社会をつくってい
くには、今まで記載してきた様々な課題がある。エネルギービジョンを画餅
に終わらせないためには地道な取組みとともに、国レベルの制度改正が必要
になる。
　現在、杉並区内で特別区清掃一部事務組合が所有する杉並清掃工場の建替
えが進められており、平成 29 年度に完成予定であるが、完成後の廃棄物焼
却発電力は従前の 4 倍になることが見込まれている。
　今後、電力システム改革が順調に進み、一般家庭も自由に発電事業者を選
べるようになれば、余剰電力を周辺常民が購入することも可能になり、まさ
にエネルギーの地産地消が実現する。排熱の高度利用も可能である。従来は
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隣接する区立プールへの熱供給にとどまってきたが、病院や高齢者施設等へ
の熱導管が敷設できれば、一層の排熱利用が可能となる。今のところ、熱導
管を敷設してコストメリットのある施設は周辺にないが、将来的にそうした
施設ができれば、有用な熱源となる。災害に強く快適で環境にやさしいエネ
ルギー創造都市、誰もが、いつでも、安心して快適に暮らせるまちに、一歩
近づくことができる。
　こうしたことも踏まえ、国や都、他の自治体の動向を注視するとともに、
区民、事業者との連携を深め、エネルギー政策による低炭素社会づくりを行っ
ていきたいと考えている。
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